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国立大学図書館の課題と解決の試み  

有川 節夫  

抄錯：国立大学は自らの改革や大学院重点化に加えて競争原理の導入や統合再滞そして法人化と，大きな変革の  

寡只中にある。国立大学の回書館は，大学にj引ナる教育研究の基盤をなす必須の組織として法的に高い地位を保  

障されてきたが，法人化に伴いその法的根拠のひとつを失い，自らその存立の基盤を再構築する必要も生じてい  

る。本稿では，こうLた法人化に伴う課題だけでなく，それ以前の段階で大学図香館が抱えている一般的な課題  

とその解決法，新しい大学図書館債等について考察し，この約6年間に亙る九州大学附属図昏館における様々な  

活動を紹介することによって，ひとつの大草図書館像を示し，諸課題への具体的な解決法を例示したい。  

キーワード：国書舘改革，電子図書館機能，遡及入力，学習国吉館横能仁研究国吉儲職能，研究開発機能，将来  

計画，財政基盤，電子ジャーナル，サブジェクトライブラリアン，九州大学附属図書館  

いる。（g）使命の運行と機能の発揮に必要十分な職  

員を適切に配置すること。〔h〕図書館に課せられた  

高度の専門的業務を処理するためには，特に専門職貞  

を配置することが必要である。専門職貞には原則とし  

て大学院において図書館・情報学等を専攻した者を充  

てなければならない。（i）研修・再教育の機会と資  

格・能力・経験等にふさわしい処遇を与えること。   

この「大学図書館基準」は，昭和27年に制定きれ，  

昭和57年に改定されている。昭和ユ7年のものは「最  

低基準」を定めたもので，昭和57年のものには「向  

上基準」，すなわち，目標が提示されている。それか  

ら既にユ0年以上が経過しているわけであるが，そこ  

に示された基準・要請を十分・に満たLている国立大学  

国書館はあるのだろうか。   

また，大学囲書館には，情報化社台・ネットワーク  

社会に対応Lた新しい図書館機能の構築が強く求めら  

れている。情報化社会・ネットワーク社会は，これま  

で図書館が果たしてきた紙媒体の図書館資料の収集・  

組織・管理・提供という機能に加えて，学術情報の創  

造・発信とその世界規模での共有という新たな機能を  

可能にしてVlる。こうした新Lい機能の実現を推進す  

るため，平成呂年には学術審議会から「大学図書館に  

おける電子園幸館的椅能の充実・強化について」とい  

う建講が出され，京都大学を始めとするいくつかの大  

学では文部省からの予算措置を得てその実現へ向けた  

事業が展開されている。その建諌では，大学国書館に  

おける電子国書館機能の必要性及び整備の基本的な考  

え方をまとめた上で，整備の具体的な方策として資料  

の電子化の推進を取り上げ，その最初に，日録情報の  

遡及人力の促進をあげている。また，建議では，情報  

発信の重要性も指摘Lている。   

平成12年には，日本学術会議から学術雑誌の急激  

な価格高騰と電子ジャーナルへのアクセス確保に関す   

1．はじめに   

国立大学の国書館は，国立大学の設置の根拠をなす  

「国立学校設置法」において「国立大学に附属図書館  

を置く」（第二華第六条〕とされ，これによって「附  

属国書鱒」という名称が規定され，国立大学における  

必須の組織とLて法的に高い地位が保障されてきた。  

しかし，国立大学注入法には，このような法的位置づ  

けはない。厳しい競争的環境の中で，いかにしてこれ  

まで法的に保障されていた高い地位を実質的に推括  

し 新Lい時代の大学における学習・教育・研究の中  

核的な機構とLての大学図書館を機能させてい桝飢－  

いのであろうか。   

これは国立大学が等Lく直面Lている大きな問題で  

あるが，解決のための第一のヒントは，図書館関係者  

には古くから知られている「大学図書館基準」の中に  

ある。「大学園杏館基準」によると，大学回書館は，  

大学における教育研究の基盤施設として，学術情報を  

収集・組織・保管し，これを利用者の研究・教育・学  

習等のための利用要求に射し，効果的に提供すること  

が主な機能であるとしてVlる。また，この機能を発揮  

するために，以下のようなことを要請している。（a）  

十分な規模・内容の調和のとれた蔵書構築，（b〕利  

用者の積極的な協力のもとで利用者の要望を反映した  

図書館資料の収集体制の確立，（亡〕図書館資料の多  

面的かつ迅速な検索を可能とするために，全国的・国  

際的な専誌事業の成果を活用し，整理業務の能率化・  

標準化を図り，迅速・的確な処理に努めること，（d）  

利用者からの要求に対する迅速・的確な対応を可能と  

する閲覧・貸出，参考調査等の業務体制の整備，（e）  

利用者の要求をふまえた蔵書の適切な維持管理と利用  

機会の提供と確保，（f）こうした業務の改善を図る  

ための研究開発・機能の整備。   

また，図書館職長に関しては，次のように要請Lて  
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る緊急提言がなきれている。国立大学図書館協議会に  

は，これまでのこの協譲合では考えられなかったよう  

な新しいスタイルのタスクフォースが設置され，電子  

ジャーナルに係る諸問題を全国的なレベルで解決すべ  

く精力的な活動を展開している。また，最近では，欧  

米のSPARC活動に呼応して，日本でもSPARC／  

JAPANが提唱されている。既に，学術コミュニケー  

ションのプロセスの変革や学術コミュニケーションに  

j封ナる図膏館・学術団体の影響力の拡大，そのための  

補助金の確保，出版社との交渉力の向上等をめざして，  

学術情報の新Lい出版形態等を模索し始めてVlる。ま  

た，政府が閣議決定した「科学技術基本計画」にま川－  

ては，研究情報の基盤整備に関して研究開発情報の収  

集・発・借の重要性が指摘されている。それに呼応して  

科学技術・学術審議会の研究計画・評価分科会ではデ  

ジタル研究情報ワーキング・グループを設け，「学術  

情報の流通基盤の充実について」検討し，現状分析を  

行っている。そして，平成14年3月には学術情報の流  

通基盤に関する基本的な方策と学術情報の円滑な流通  

を囲るための当面の具体的な方策を提案している。   

このように，大学図昏館についても電子図書館機能  

についても，理想に近い基準や建議等が示されている  

が，それがまだ実現されていない状況にある。したが  

って，これらを実現することが大学図書館を整備充実  

きせるための第一歩であろう。本稿では，こうLた問  

題を含めて，日本の国立大学囲書館の現状と課題を概  

観し，その解決法に関する私見を披露L，九州大学に  

おけるいくつかの具体的な取組みについて簡単に紹介  

する。  

2．学習園吾館としての機能整備   

通常，大学について議論するとき，「教育研究」と  

いう言い方をすることが多い。これは，教員の側から  

の視点であり，大学の最も基本的な構成員である学生，  

特に学部学生の視点に立ったものではない。現在大学  

には，特に大学国語館には，「学習・教育・研究」と  

いう具合に，学生に重きを置Vlた姿勢が強く求められ  

て里ると思う。   

多くの国立大学図膏鋸において，蔵書構築は，主に  

研究者としての教員と大学院学生の関心に基づいて行  

われている。したがゥて，学部学生のための蔵書とい  

う観点からは，前節の「大学囲書館基準」における  

（a）を満たす調和のとれたものにはなっていない。  

また，（b）については，囲書資料の購入経費が基本  

的には，各敦貞の研究費から支出されることになって  

いる。Lたがって，多くの大学では，研究者の希望は  

反映されているとしても，学部学生という最も重要な  

大学の構成員の希望を反映したものにはなっていな  

い。   

大学図書館には「学生用回春経費」等の費目は確か  

に存在するが，それは彼等の学習に必要な国章や参考  

囲昏を賄うには種違いものである。例えば，入学金の  

1割相当分を学生用図書経費として継続的に投入L，  

囲書館職員も加わって選書すれば，学生用回書は充実  

L，同時に，バランスのよい蔵書構築も可能になるは  

ずである。   

また，多様な学習・調査の形態に対応できる情報・  

ネットワーク環境等を備えた学習閲覧室を整備するこ  

とも重要である。伝兢的な紙媒体での魯籍類から，個  

人のPC内にある資札PCや携帯電話等のモバイル模  

君引こよってネットワーク経由で入手する情報資料まで  

をシームレスに効果的に参照できるような，情報社会  

に相応しい環境を整備・提供する必要がある。   

学生が国吉館という公的な空間に出てきて学習する  

ようになれば，それが他の学生にいい影響を与え，連  

鎖L，伝播Lて大学全体が学問的な雰甜克と活気に満  

たされ，大学改革にも根本的なところから大きく寄与  

できる。このように学習機能を格段に充実させるとい  

う視点に立つと，大学囲書館の未来が一つ開けてくる。   

我が国の国立大学図書館で実現されていないもの  

に，「大学図書館基準」で明確に要請されている図書  

館職員の専門性の問題がある。欧米に限らずアジア諸  

国や豪州等においても，大学国書館には特定の草間領  

域．に精通した専門司書（サブジェクト・ライブラリア  

ン）が充分に配置されていて，その分野における蔵書  

構築や高度なレファレンス業務に携わっている。この  

職種は，国立大学における「国書館専門員」に対応す  

るものとも考えられる。大規模大学において2，ヨ人  

の職扇がその職にはあるが，充分に確儲Lているとは  

いえず，人事面で（その後の昇進に関して）も配慮さ  

れているとはいいがたい。この問題に真蟄にしかも緊  

急に取組まなければ，研究者や学生から信頼される大  

学図書館としての発展は望めない。  

3．困苦館の電子化・自動化   

電子回書鮨と園昏館の電子化とは違うという言い方  

もある。ネットワーク社会では，電子図書館の方が未  

来に向かって開かれていて，社会的な関心も引きヤす  

い。しかL，膨大な年月を要Lて収集構築されてきた  

蔵書の所在情報をネットワーク経由で検索し，園舎館  

内での配架場所の特定を可能にすることや，新Lい国  

書の受入，酉己軋蔵専点検といった基本的な国書館業  

務の電子化・効率化・自動化を優先させるぺきであ  

る。   

図書館の電子化は，学術審議会の建議にある電子図  

書館機能の要目でもある日録情報の遡及入力に加え   
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て，最近各方面で注目され広く応用されている非接触  

型ICタグとその関連技術を厚匡任することによって飛  

躍的に進展すると考えられる。  

（1）目録情報の遡及入力   

これは，図書館の電子化の基本であるので，すべて  

の電子化関連の事業に先行して完了させるぺきであ  

る。そのことによって，全国の（大学）図書館に分散  

されている国書の所在情報がネットワーク経由で居な  

がらに入手でき，囲書の相互利用が促進され，図書館  

内での貸出返却業務等も効率化される。この事業は，  

中小規模の大学では解決済みのところが多いが，東京  

大草を始めとする多くの大規模大学においてはまだそ  

の半分も達成されていない状況にある。   

この事業を遅らせている原因は，他の電子化・電子  

図書館の事業に比べて地味でありLかも莫大な経費を  

必要とする点にある。現状では，それぞれの大学で経  

費を学内的に調達する以外に手立てはない。   

国立情報学研究所を中心にして全国の国公私立大学  

が協力してデータベースを構築するという方式がとら  

れていて，入力済みの目録データは簡単に検索でき，  

個々の大学での入力作業の効率化に生かされる仕組み  

になっている。したがって，東京大学や京都大学のよ  

うな大規模大学の入力が完了すれば他の大学もその恩  

恵に浴することになるので，こうした大草に国が集中  

的に予算措置しても不公平にならない。IT先進国と  

Lて電子化の第一歩でさえ踏出し得ていな11ことの証  

であるカードケースをいつまでも図専鯖の真申に据え  

ておくわけにはいかない。  

（2）ICタグによる囲書館業務の効率化   

情報を電子的に保持Lて電磁誘導により非接触で情  

報交換をするRFID（RadioFrequencyIdentification）の  

技術が急速に発展L様々な場面で活用され始めてい  

る。形態も様々であるが，囲書に貼付するものは，樹  

脂にマイクロチップを埋め込み，送受信アンテナを印  

刷Lたものである。適当な容景のメモリをもち，電力  

は専用のスキャナーからの電磁誘導により倶給される  

ようになっている。   

これによって，図書館業務の省力化・効率化が可能  

になる。すなわち，ICタグ技術により，〔a）園署受  

入作業の効率化，■（b〕囲書貸出・返却作業の効率化，  

（亡）国書の貸出・返却業務の無人イヒ，（d）ブックデ  

イテクション装置との連携，（e〕返却本の配架作業  

の負担軽減，（f）蔵書点検作業の負担軽減，〔g）菩  

輿へのアンテナ設置による該当囲幸の位置表示，（h）  

自動書架システム構築，等が可能になる。   

単価は，現在でも既に100円を切っていて，量産さ  

れれば大幅に安くなる。このICタグにISI∃Nやその他  

の国書の識別，管理，価格等に関する情報，各囲書館  

に国有な情報等を記録できる標準化計行えば，国書の  

出版・流通から上記のような図書館における各種の作  

業までが，最初から国書に貼付されたICタグだけで  

可能になる。   

最近，国内の電波法による規制が緩和され，探知距  

牲の制約キスチール製書架が使用Lにくいという問題  

や退館ゲートの通過スピードの問題等も解決できる見  

通しが得られている。また，技術的にはタトルテープ  

やバーコードとの併用も可能になっている。これによ  

ってICタグの段階的な導入や寿命等の問屋亘点も克服  

でき，Lかも，各種のデータ入力やラベルの貼付も含  

めてシステム化ができ，図膏の受入業務全般に革命が  

もたらされようとLている。さらに，最近大手出版社  

等でICタグを装着して青菜を出版するという動きも  

ある。それが実現すれば、この図書館業務の効率化は  

さらに加速するであろう。  

4．大学における電子図書館   

大学囲専鮨における電子図書館機能については，平  

成8年に出された学術審議会の題詩を実現する方向  

で，平成中年度京都大学と筑波大学に，また，平成10  

年度東京工業大学，神戸大学，国書館情報大学に電子  

国蕾館機能の強化・充実のための予算が認められ，各  

種の電子園害鯖関係の事業が展開されている。また，  

これらに先行して，奈良先端科学技術大学院大草にお  

いては電子囲書館機能が実現されている。   

大学図書館に対する電子囲昏館横龍の充実に関する  

文部省からの直接的な予算措置は，平成10年度で中  

断L，平成12年度補正予算でいくつかの大学に対し  

て1年限りの特別な措置がなされた。また，組織だっ  

てはいないが，各大学で貴重専や紀要類の電子化が少  

しずつ進められている。  

〔1〕電子図昏館機能の基盤整備   

平成11年以降は，各大学で学内の情報関連施設と  

の連携強化によりこの課題に取組んでいるところが多  

い。平成11年度に発足した東京大学における情報基  

盤センター，平成12年度に発足Lた九州大学情報基  

盤センター，大阪大学サイバーメディアセンター等が  

そうであり，他の大学の大型計算機センターもこれに  

続いている。これらの大学では，囲膏館との連携が強  

化され，少なくともネットワークやハード面での電子  

図書館機能の基盤整備は確保されたといっていい。こ  

の方向は，連詩でも推奨されていることである。  

（2）電子的資料作成経費の充実   

電子囲書館機能の拡充の中横である電子的資料の作  

成に関しては，こうした情報基盤センター等では措置  

されていない。また，国有の予算措置を受けている京  

都大学等では，電子的資朴作成のための予算が期限付  

き   
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きで多少措置されているが，それは主に図書館が所有  

する貴重本などの一次資料の電子化を支援するための  

ものである。書籍の所在情報のネットワーク経由での  

検索に欠かせない国書目録データの遡及人力に要する  

予算は，時折分野ごとに措置されたことはあったが，  

体系だった継続的な措置にはなっていない。  

（3）電子ジャーナルの体系的整備   

各種の一次資料については，電子回春館機能のひと  

つとして言及はされているが，学術雑誌の電子的媒体  

である電子ジャーナルについては，全くといっていい  

程触れられてこなかった。電子ジャーナルは，この数  

年聞に急速に浮上・普及Lてきたものであり，予算上  

の間置，契約上の問題，コンソーシアムの問題，会計  

上の問題等，日本社会固有の問題点が数多く含まれて  

Vlて，一筋縄ではいかない。   

Lかし，それぞれの大学で発信される紀要の類にア  

クセスできるだけでは，不十分であることは明らかで  

ある。電子図昏鯖櫻能におVlては，商業出版社や学舎  

等による電子ジャーナルや2放資科ヘアクセスできる  

ことが不可欠である。平成14年ヨ月に出された「学術  

情報の流通基盤の充実について（審議のまとめ）」で  

は，学術情報の流通基盤に関する現状を分析した上で，  
基本的方策として，学術情報を体系的に収集する体制  

の整備や情報発信機能の充実，電子情報のナ一方イブ  

横能の重要性を指摘Lている。そして，学術情報の円  

滑な流通を図るための当面の具体的方策とLて，電子  

ジャーナルの体系的収集や大草・学協会尊からの情報  

▼発信樺能の強化，大学図書館のポータルサイト横龍整  
備等を指摘し，これからの電子国昏館の持つべき樺能  

を明確にしている。これらを実現すること，特に，電  

子ジャーナルの体系的収集と安定的提供が研究囲昏鯖  

機能の整備に関する喫緊の課題である。  

（4）新しい出版・情報発信活動   

最近のSIIARC活動に加えて次のような可能性を認  

識しておくことも重要である。現在では，冊子体のジ  

ャーナルにしても，その電子版にしても，論文が投稿   

されてから出版されるまでに2年以上を要するものが  

少なくない。進展の菅Lい分野では，ユ年以上も経過   

した論文は参照価値をもたないことが多い。そうLた  

分野の研究者は，これまでもプレプリントやテクニカ  

ルレポート，国際会議の会議録といった速報誌による  

論文を重視してきた。最近では，各研究者のW由サ  

イト上にあるWebペーパーが重視きれつつある。最  

も速報性があり，各種の検索ロボットにより定期的に  

捕捉されるので，検索漏れも少ない。   

このような状況にあっても，いわゆるインパクトフ   

7クタ一等で権威付けられた商業誌等に投嘱する主な  

理由は，論文の権威付けにある。研究者の就職や昇進，  

競争的研究資金獲得の際の評価材料とLて有効である  

からである。したがって，サイエンス・サイテーショ  

ン・インデクス〔scl）に採録されているインパクト  

ファクターの高い学術難詰が重要視されるわけであ  

る。   

しかし，最近，計算機科学分野でよく使われる  

Clt巳S脚システムは，W地上の学術情報を対象にした  

情報科学的な手法による自律的なサイテーション・イ  

ンデタシング・システムを実現Lている。これは，上  

述のSClのように対象ジャーナルを予め選定しておく  

必要はなく，W曲上のすべての論文が対象になり得る。  

多少のエラーやノイズは当然含まれるが，公表Lた論  
文の引用情報を知ることができ，伝統的なSCIに代わ  

り得る可能性と発展性を秘めている。こうした出版や  

情報発信，手法が定着し普及すれば，権威付けられた  

商業誌やその電子版の必要性は極端に低くなるであろ  

う。   

そうすると前述の〔3〕の主張と矛盾するように感  

じられるかも知れないが，各種学会の出版する論文誌  

の電子ジャーナルや，大学等のある程度まとまった大  

きさの研究機関が編集しW亡b上に公開する紀要の渥  

が，非常に価値をもった「ジャーナル」として機能す  

ることになる。これらは，当然何らかの論文審査や査  

読のプロセスを済ませたものであり，その意味で品質  

の保証されたものになる。組織として品質の高いW由  

ペーパーを発行Lている学会や研究機関が権威をもつ  

ことになり，そこに優秀な研究者が会貞として，また  

研究員とLて典結する，といった新しい組席や学会の  

動きが芽生える可能性もある。  

（5）電子図書館時代の知的な参考調査業務   

このような自動的な学術情報収集と自律的なサイテ  

ーション・インデクシングにおけるエラーやノイズを  

少なくし，信頼性を高め効率化するためには，インタ  

ーネット上の情報資源の発見を目的にして研究されて  

いるメタデータ記述の手法やその標準化・普及が重要  

になって〈る。それらの記述に支援される形で，電子  

図書館時代の新しい参考調査の手法が開発され，使用  

されることになるであろう。   

最近，本草で展開しているいわゆるサイバースペー  

スにおける莫大な数量の（半構造）テキストデータか  

らの重要なキーワードの発見に関する研究などは，こ  

うした電子図書館時代における参考調査のための知的  

な手法を提供するものと期待できる。また，そのよう  

な時代に参考調査担当の図書館職眉に求められる技能  

や資質等についても検討しておく必要があろう。   

5．九州大学にぉけるいくつかの取組み   

九州大学附属図書館では，各部局に対する籍長の指   
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示に従って，平成12年11月に，「中期目標・中期計画」  

を策定した。これに先行して，平成10年4月には，こ  

れからの九州大学附属図書館における重要課題及び緊  

急を要する課題とその解決策について検討を行い，そ  

れに基づいて以来6年間に亙って囲書館の整備・充実  

に努めてきた。文部科学者や学内各層の理解と支援を  

得て，あるものは既に実現し，多くのものが実現に向  

けて動きつつある。本節では，こうした九州大学附属  

図書館における将来に向けての取組みを紹介する。国  

立大学図書館が抱えている様々な課題に対する解決法  

の一例として，参考にLていただければ幸いである。   

5．1附属国書鯖の目標   

本稿の冒頭で示した「大学図書館基準」は，大学図  

書館の在り方を端的に示しており，本学附属園専能に  

とっても当然第一の目標である。学禰＝審議会から出さ  

れた廼諌「大学国書鋸における電子国吉館的機能の充  

実・強化について」でも指摘されているように，従来  

の紙媒体での学術情報の収集・組織化・管理・提倶と  

いう図書館横儲に加えて，学術情報の創造・発信とそ  

の世界規模での共有という新たな機能を充実させるこ  

とが今後とりわけ重要になる。また，建議が出された  

時点では冥貢在イヒしていなかったオンラインジャーナル  

へのアクセスの確保も，必須の研究図書館機能として  

強く要請されている。こうLた電子化資料の整備を進  

めていくことが，第二の目標である。本学は研究機能  

と研究者養成を重視する研究大学をめぎして，研究  

院・学府・学部を基本にした新しい大学組織を構築  

し，これからの時代に適応できる教育活動，研究活動，  

組織運営の活性化を園りつつある。そうした本学の新  

Lい樺能と組織に相応した大学図書館を構築・運営  

し大学改革と活力ある大学づくりに積極的に寄与す  

ることが，第三の呂標である。   

本草附属図書館では，こうした基準や建議に謳われ  

ている理念及び本学の目標を忠実に実現・実施するた  

めに，次のような三つの基本的な観点を定め囲書館職  

能の充実を目指している。   

第一の観点は，学生にとって，学習と情報収集のた  

めに行かずにおれなくなるような学問的な雰囲気と活  

気に満ちた学習図書館を実現することである。第二の  

観点は，研究者にとって，体系的な蔵書構築と豊富な  

研究資料が確保され，ネットワーク社会の恩恵を存分  

に享受できる機能的で充実した研究図書館を構築・運  

営することである。さらに，第≡の観点として，ある  

種の経営感覚を備えた事業体としての大学図書館の運  

営を模索することも重要である。  

5．2 当面の課題とその達成状況   

このような理念を実現するために，以下に示すよう  

に中期目標・計画として取組むべき10個の課題を設  

定して，その実現に向けて穿力を続けている。各項目  

の後半に示したように既に成果をあげたものもある。  

（1）将来計画の策定と実施   

全回の大学囲書館に共通した法人化や走貞削減の動  

きに加えて，本学では，平成1丁年後期から約10年に  

亙って行われる新キャンパスへの統合移転という大き  

な問題が控えている。国吉儲（童）も統合移転Lて，  

新たに文系回春館（中央国書館〕と理系図書館が建設  

される。これらの問題を同時に解決するための基本計  

画を，囲杏館関連の新Lい技術の動向や可能性も視野  

に入れて綿密に策定Lておく必要がある。   

統合移転に向けての準備作業として，また，図書館  

業務の省力化のための基本的な作業とLて，まず，図  

書目録データの遡及入力を早期に完了する必要があ  

る。日録情報町遡及入力には，一冊当たり150円から  

1500円程度の経費が必要であるといわれている。未  

入力件数が100万件を超すと，大学図書館には容易に  

調達できる金額ではない。一方，伝統的な訃録カード  

とカードケースに愛着をもつ利用者も多い。本学では，  

目録カードを高速自動スキャナーでイメージとして取  

り込み，カードケースの目頗カードをめくる要領で検  

索するシステムを開発し，ネットワーク経由でサービ  

スを行っている。これは，カード愛好者の拘りに応え，  

目録情報の遡及入力作業を支援するシステムとしても  

；慌能L，いわゆる多言語の問題にも相応でき，また，  

博物館等における他の形式のデータカードたも対応で  

きるものである。1件当たりの費用は10円弱と安価で  

あり，新規受入の回書については，現在は，日韓カー  

ドが作成されていないことを考えると，当座を凌ぐ手  

法として以上の使い道があるであろう。   

こうした独自のシステム開発等を通じて，学内関係  

者に遡及入力の重要性が理解され，平成12年から5年  

間でこの事業を完了させるための特別な予算が措置さ  

れ，既に4年が経過L，着実に進展している。   

本学の遡及入力作戦は，本学附属図幸館の将来計画  

を実現するための最も基本的な事業として位置づけ，  

実行してVlるものである。  

〔2〕図書館組腰・機構の再原   

本学の主要キャンパスのひとつである筑紫キャンパ  

スは，開設以来既に約ユ0年が経過し，約1000名の学  

生や研究者を擁するものであるが，これまで図書館分  

館が設置されていなかった。そのため，利用者に，特  

に学生や留学生にまともな図書館機能を提供できず，  

不平等感と不自由な思いを強いてきた。医学分備には，  

医学・歯学・薬学系の踏台囲書館として，また，医歯  

薬品の九州地区における中核的拠点図書館としての機  

能の強化に加えて，病院を通じての社会連携という視  
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点からの整備充実が強く望まれている。   

囲香館組織に関しては，それを機能面から再編し，  

庶務経理部門，専門司専部門，研究開発部門に区分け  

Lて，新しい時代の多様なニーズに迅速かつ効果的に  

対応できる体制を検討することも必要である。特に，  

専門司書部門を顕在化させ諸外国並みに整備すること  

は，日本の大学園舎備に共通した重要な課題である。  

情報基盤センターとの連携強化も重要である。   

これらの課題の中で，筑紫分儲の設置については，  

平成13年度に文部科学省の訓令改正により本学ヨ番目  

の分館として正式に設置が認められ，分館が入る建物  

「総合研究棟」〔仮称〕も平成13年度の第2次補正予算  

で措置され建設が進み，平成16年3月に完成する。  

情報基盤センターとの連携については，センター創設  

時に附属園吉備から振替えた職員がそのまま常駐する  

形で緊密な連携を図っている。また，情報基盤センタ  

ーの情報サロン分室を中央図書館，3つの分館等に配  

置してもらっている。こうLて従来型の図書館内での  

学術情報の検索・利用から世界中のネットワーク上に  

ある情報の検索・利用までをシームレスに行うことを  

可能にし，情報社舎・ネットワーク社会における学習  

図書館機能の充実を図っている。  

く3）財政基盤の確立   

多くの国立大学図書館と同株に本学においてもその  

道骨経費ヤ図書資料費等は，文部科学者からの配当  

〔囲害購入費，図書館経費，特殊装置維持費等）の他，  

学内校費振替（経常的鞋費と臨時的経費）や教育研究  

特別経費（紀長裁量軍費），受益者負担金等によって  

賄われてVlる。平成12年度からスタートLた新しい  

予算制度のもとでの振替制度の確立と骨・館・部局図書  

室を含めた附属国書館全体での一括措置が望まれる。  

また，学習回書錯機能の基本である学生用図書を格段  

に充実させるための継続的な予算措置が強く望まれ  

る。   

一方，外国雑誌の一括契約・購入による重複調整，  

オンラインジャーナル等の電子的回書資料の一括契  

約■導入を推進Lて，大学全体としての軽費の節減に  

垂め，全学的見地から予算を効率的に運用することも  

必要である。   

こうした財政基盤の強化に開Lて，本学では多くの  

点で学内の理解が得られつつある。先に述べた図壱＝回  

線の遡及入力経費や平成1ユ年度には学生用参考図青  

草の特別な措置，平成13年度には電子的2社費科経費  

やその他の共通的な経費の経常的経費化，オンライン  

ジャーナル導入経費及び学生用囲善経費についても特  

別な措置が得られた。   

そして，平成15年度には，教育研究基盤校費の学  

内予算配分における項目として「図香館経費」が設定  

され，その中に，主要な電子ジャーナルに対する予算  

も従来の部局経由でなく直接措置されることになっ  

た。その比率は，したがって，従来の国立大学囲香館  

の基準をはるかに遭えた高いものになった。このよう  

に，本学では図書館の財政基盤が強化されつつある。  

（4）学習囲書館機能の充実   

高度な研究者・技術者を養成する能力を有Lた研究  

大学を活性化し強化するためには，遠回りのようであ  

るが，学生，特に学部学生が主体的かつ積極的に勉学  

に没頭できる知的な環境を整備することが効果的であ  

る。そのためには，学生達が学習と情報収集のために  

日常的に利用できる空間・装置とLての充実した囲昏  

館腰蘭を整備することが肝要である。   

このような学習図書館機能の実現には，体系的で網  

羅性のある蔵書構築が不可欠である。また，学習・調  

査・研究の目的ごとに選べる多様で機能的な閲覧机や  

パソコン，情報コンセント等の情報関連樺器の整備や，  

各種の視聴覚施設の整備，特に留学生のための母国の  

衛星放送を受信できる装置等の一層の充実を図る必要  

がある。   

本学附属図書館では，先に述べたように，学生用国  

書に対する特別な予算措置を得て，学生の視点に立っ  

た蔵書構築に着手Lた。こうLた特別な予算措置を待  

たのを契機に，国書館の憲法ともいうぺき蔵杏構築要  

綱等の体系的な整備を行っている。  

亡5）研究図書館樺儲   

研究国書舘櫻儲としては，次項で述べる電子図書館  

機能に目を奪われがちであるが，伝統的な紙媒体を対  

象にした機能の整備を怠ってはならない。貴重国書や  

大型コレクションを始めとする研究国書の体系的な蔵  

書構築を行うために，予算措置も含めた工夫が必要で  

ある。   

大型コレクションに関しては，文部科学省から全国  

で毎年十数件程度の予算が措置され，重要な国書資料  

の整備が進められてきた。しかL，残念ながらこの予  

算制度は平成14年度で消滅した。これからは，大学  

独自の仕組みにより整備する必要がある。平成13年  

度からスター†Lた大型の科学研究費補助金等に対L  

て措置される間接経費の一定比率を大学図書館の貴重  

書や大型コレクションの経費に充当L，次代を担うぺ  

き人文社会系等の基礎分野を間攫的に支援し強化に繋  

げることは，大学の，特に撒骨太学の見識であり，新  

しい重要な研究戦略と考えられる。本学では，平成  

14年度から，こうした間接経費を使って主とLて人  

文社会系の大型研究費科の整備を行っている。  

（6）電子園杏館樺能の充実・強化   

国書館の電子化と電子国杏館機能の整備の第一歩で   

6  
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程の情報探索技法から，インターネットの使い方，情  

報社会における基礎的な法と倫理等に至るまでの「情  

報リテラシー教育」へ関わっていくことが参考調査の  

新Lい業務として期待されつつある。本学では，平成  

1ヨ年度から，図書館職員がこうした情報リテラシー  

教育を情報基盤センターの技官等と連携して全学の学  

生を対象にして実施してVlる。   

大学図書館における研究開発機能の重要性は，「大  

学国書鯖基準」でも指摘されている通りであるが，国  

立大学では正式な組織としての研究開発室は実現して  

いない。本学では，平成11年度から研究阻発室勤務  

の助教授1名の学内運用を得て，図書館の電子化と電  

子図書食削こ関する具体的な研究開発に従事している。  

先に述べたICタグの研究やイメージとして人力きれ  

た国書カードの検索システム等に開Lて顕著な成果を  

あげている。  

（9）社会連携・国際連携の推進   

大草園舎鮪にも地域への開放，地域との連携，国際  

連携が要請されている。新キャンパスの図書館におけ  

る社会連携や先端科学技術研究センターと同一キャン  

パスにある筑紫分館にj引ナる産業界との連携，医学分  

館における患者とその見舞い客等を介した社会連携等  

について検討する必要がある。また，永年に亙って外  

国雑誌センター館として，医学分館が東南アジアの研  

究者等に対■Lて行ってVlた文献複写サービスや国際的  

なILLサービス等も，ネットワーク社会と関連付けて  

再度検討する必要がある。さらに，附属囲杏館の活動  

や問題点を広く理解Lてもらうために，ホームページ  

や図書館情報等の逐次刊行物を充実させ，広報活動と  

情報公開に努めることも重要である。国際化に対応す  

るためにホームページを始めとする英文による広報括  

垂加こも力を注がねばならない。   

本学では，平成10年虎夫に韓国ソウル大学校中央  

国葬館との問に交流協定を結び，出版物の交換等いく  

つかの交流事業を行っている。この図書館間の協定は，  

その後大学間の協定へと発展した。平成14年には韓  

国産北大学校図書館との間で，平成15年には台湾国  

立大学中央図書館との間で協定を締結し交流活動を展  

開している。また，平成1ヱ年度には福岡市総合図書  

館との間に相互貸借協定を締結し，この囲昏館を通じ  

て一般市民への国書の貸出も行っている。さらに，平  

成14年から行政評価局の斡旋を受け入れて，制限つ  

きではあるが市民への直接貸出も始めている。  

（10）点検・評価システム   

本学附属園昏館では平成12年度に自己点検評価を  

行い，広範囲の利用者を対象にLたアンケートも実施  

した。また，学内外の有識者による外部評価も行った。  

こうした自己点検評価・アンケートを定期的に実施  

7   

ある国吉目録データの入力作業は，統合移転前に完了  

する。これによって，移転期間中の国吉の所在に関す  

る混乱を避けることができるだけでなく，電子図書館  

模能の充実■強化へ向けての次のステップヘ跨出すこ  

とカ珂音別こなった。   

また，平成12年産に発足Lた情報基盤センターと  

の組織面を含めた様々な協力関係により，電子図書館  

機能実現のための基盤は格段に整備強化された。この  

基盤の上に，科学研究費補助金「研究成果公開促進費  

（データベース〕」等を活用Lて，貴重国書や研究成果  

等の電子化といったコンテンツの開発と情報発信の事  

業を組持的に推進する段階にある。平成13年度から  

特別な予算が得られたので，オンラインジャーナルの  

体系的導入がある程度可能になった。オンラインジャ  

ーナルの学内の人であれば誰でもどこからでも見られ  

るという特性や，大手の出版社が全タイトルにアクセ  

スできる有利な条件を提示Lていることなどを考え合  

せると，これまで冊子体に対してとってきた受益者負  

担という方式の維持は不自然である。全学的に経費を  

負担する方式を考え，その実現のために努力を重ねて  

きた。その結果，前述したように平成15年度から多  

分野に跨る主要なものに関しては，受益者たる部局経  

由でなく直接図書館に予算が配分・されることになり全  

学的経費負担の方向へ大きく歩を進めることができ  

た。  

（7）図書館業務の改善  

ICタグによる新しい技術を発展させ，適用するこ  

とにより，国書備における回章の受入から貸出，退却，  

点検，管理，配架に至るまでの様々な業務を効率化・  

自動化できる可能性が急浮上してきた。この技術には，  

図書館のユヰ時間開館の実現等；学習・研究図書館と  

しての構龍に大きく貢献できる可能性がある。   

本学では平成13年度に設置された小規模の囲書館  

である筑紫分館に，この技術を企業との共同研究開発  

の形で先行的に導入し，現在建築が進んでいる分館の  

建物にぉいて，自動書架と連携させる計画を進めてい  

る。これにより，十方・な入居配置の困難が予想される  

法人化以降における大草図書館の効率的な運営・維持  

という課題に対する一つの解決策が得られるものと期  

待している。  

（呂）図書館における教育と研究   

大学図書館の重要な業務とLて参考調査がある。情  

報社会・ネットワーク社会の定着とともに，その内零  

に大きな変化が生じている。参考調査の対象が単に内  

外の園舎儲内に留まらず，文字通りグローバルに分散  

LたWeb上の学術情報に及ぶことも少なくない。そ  

こで，主に新入生を対象にした，回書備における情報  

探索やインターネット上での情報探索を始めとする各  
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L，到達度も含めた外部評価を得て，その結果を囲書  

館の運営に反映させるという循環を走者させる必要が  

ある。また，各職員が自分の職務を的確に把達し，そ  

の達成に関する評価の意識をもつように心がけること  

も必要であると思われる。   

このような附属図書館の活動や改革の方向を明確に  

し，事重体としての経営感覚を維持するための試みと  

して平成1ユ年度から附属図書館商講委貞会における  

予算・決算の審許は，「事業計画・事業報告」を前面  

に押し出して，それに基づく予算・決算という形で行  

っている。また，ここで概略を紹介Lた附属囲書館の  

中期目標・計画を商議委員会の度に取上げて，その達  

成状況を確認し，見直しを行っている。  

6．患わりに   

以上，これからの我が国の国立大学国書館が持つい  

くつかの一般的な課題とその解決法についての私見と  

九州大学におけるこの数年間の取組みの具体例を紹介  

してきた。冒頭で触れたように，「大学国書館基準」  

や建議等に謳われていることを再考し，それをまず忠  

実にそして誠実に実行・実現していくことが重要であ  

る。例えば，この情報社舎・ネットワーク社会におい  

て，特に必要性が認識されてきた園舎館における研究  

開発機能については，最近まで，どの大学国書館でも  

辛がつけられていなかったが，既に「大学図書館基準」  

にはっきりと盛り込まれているのである。   

なお，本稿は筆者がこの数年聞に行ってきた講演，  

特に筑波大学における図書館情報大学との統合・記念講  

瞑会における講演資草トに若干の加筆修正を行ったもの  

である。  

C〕Minami，T．，Kmita，H．andArikawa，S．“PuttingOldData  
山地ⅣewSystem＝Web－ba聞dCatabgC乱血h迫評S臨ー亡h－   

1ng”，PkN＝eedingsofIn鹿mationalConftrenceonDigital  

Libra叩，Eyotoユ000．  

d）日本学術会読“電子的学術定期出版蛎の収集体制の   

確立に関する緊急の鴇言”平成12年占月  

e）H姐止，D．J．“電子出版で百倍になる可能性－5年後に  

はもう冊子体なし（？〕学術出版の世界一I，r情報管  

理』Vol．4ユ，No，10，平成12年1月  

f）Butl叫D・“Th8W血ngis皿鮎w由触sci仁n亡母jol皿山鳥  

血p血t”N血m，Vol．397，D亡Ll卵9  

g）I・AWTbnCe，S．，Gi）es，C．L．，Bo11丑Cker，K．“DigitalLibra血s   

andAutonomousCitBLtionIndexingnlEEEComputer，  
Vol．32，No．占，19卵．  

h）Årimura，H．已tal“Di＄COVerinElmpoTtantKeywordsin  
Cyberspace：’proceedingsofInttmationalConftrenccon  

Digぬ1Libr且町，監y（血 コロ00．  

i）科学技術・学術審議会研究計画■評価分科会情報科  

学技術委眉会デジタル研究情報基鍵ワーキング・グ  

ループ“学術情報の流通基盤の充尭につVlて（審議  

のまとめ〕”平成14年3月  

j）有川節夫“附属図書館の目標と当面の課題”r国書館   

情報Jvol．36，No．4，九州大学附属囲書館，平成13  

年3月  

k）有川節夫“大学国書億と電子図青傑の未来，■「ユ000年  

京都電子国書借会読』2000年  

1）有川節夫“大学図書鮨の将来像”r大学と学生J   

447号，文部科学省高等教育局学生課，平成14年3月  

m）有川節夫“大学回春館の将来像”r筑波大学における   

図書館情報大学との統合記念講演会儲偏記録j，平成   

15年5月  

くユ004．1．7 受理 ありかわ せつお 九州大学副学長，  

附属囲替館長，大学院システム情報科学研究院教授＞   

編集費貞会注：この原稿は，著者が文中で述べているよ  

うに筑波大学での講演記録に若干の加筆修正を行ったも  

のです。   
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